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弁護士
特集

酒
井
大
輔

日
野
真
太

弁護士

酒井大輔弁霞士

中華圏に精通したビジネス弁護士

日本企業にとって、中華圏は特別な存在。

日本にとっては一衣帯水の池域であり、今も昔も経済的・文化的に緊密な贋係を有しています。

最新の中華圏の法務事情に対応し、弁護士と中国律師がワンチームとなって取り組んでいる

チャイナ・プラクティスチーム。メンバーの人となりがわかるナチュラルな座賑会です。

Deisuke Sakai 
チャイナ・プラクティスチームを鶴括するバートナー弁•士
であり、クロスポーダーM&A稟件及びコーポレート分聾を
主に車り量う．日本躙内外のリーガルアドバイザーとして、
中攣■を會む日本国内外の企●への艘賣藁件•買収藁件

を取り量っている．

8野真太郎輝●士 Shintaro Hino 
中璽耀璽子女という艦麗を生かし、中肇■を中心とする国l

鵬蓋璽が・遍するものを中心に、綸争欝羹、M&A、匿•繭
取引●に・する攀壽に餐事している．糟に、企業肩綸●鰐
決を得童としており』暉随り縁争欝決に働る戴判・伸戴に・
する艦●を有する．

ャ

品
疇
宝
璽

常偉中国檸調 Wei Cheng 
日本耀国子女という艦麗及び中国の滋檸事壽所で日畢企
彙向けのリーガルサーピスを握供した罷鵬を洒かし、中攀
■企戴や日＊企畢が11わる国鵬取引、クロスポーダー投責、
M&A藁件から薗争畢件患で、日本諭弁霞士を広くサポート

している．

池野幸佑弁霞士 Kosuke lkeno 
日本のコンサルティングファームでM&Aのアドバイザ')­
攀璽に●与した襲塵及び上漏の大手抜檸事壽所に3年11

薗壽した艦鵬を爾かし、中躙が●遍するM&Aや鐵逼1こ胃l
する畢壽を得童とする．加えて、日本企戴と中肇■企暴との
車9I羹約、紛争欝侠●に●する戴壽に餐事している．

中国律調

常

池
野
幸
佑

匿

璽
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message 

今号の KITAHAMA プラスは、

豊富な国際案件の経験と充実した海外ネットワークを活かして

日本国内外のクライアントをサポートしている東京事務所から、

中華圏（中国大陸、香港、台湾）に関連する

リーガルサービスのニーズに対応している

チャイナ・プラクティスチームをご紹介いたします。

加えて本号は、特集以外も含め全て同チームによる一冊としました。

同チームの特徴を是非皆様に知っていただければと思う次第です。

よろしくお願い申し上げます。

e 
弁護士法人北浜法律事務所代表

北浜グループ CEO

森本宏
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に
中
華
圏
と
繋
が
り
が
強
い
国
で
す
か
ら

日
野
日
本
は
歴
史
的
・
地
理
的
・
経
済
的

中華圏に精通したピジネス弁護士

り
ま
す
。

論
を
し
な
い
と
伝
わ
ら
な
い
こ
と
も
結
構
あ

し
て
い
た
答
え
は
外
資
規
制
や
外
為
法
だ
っ

た
よ
う
で
す
が
（
笑
）

ス
ボ
ー
ダ
ー
投
資
を
強
み
に
し
て
い
ま
す
が

要
が
あ
る
で
し
ょ
う
。
私
は

M
&
A
・
ク
ロ

易
度
が
高
く
、
日
本
法
弁
護
士
と
一
緒
に
議

え
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
先
生
が
期
待

が
語
学
力
と
専
門
性
を
磨
く
努
力
を
す
る
必

法
の
実
務
を
理
解
し
て
も
ら
う
の
は
結
構
難

悩
む
と
こ
ろ
で
す
。
日
本
法
の
常
識
を
持
た

す
。
国
際
法
務
を
担
当
す
る
う
え
で
一
番
大

と
聞
か
れ
て
、

日
本
の
企
業
文
化
と
法
文
化

を
理
解
す
る
こ
と
の
難
易
度
の
高
さ
だ
と
答

後
者
は
法
令
や
ト
レ
ン
ド
の
変
化
が
激
し
い

の
で
、
毎
H

が
勉
強
で
す
。

ね
。
そ
の
た
め
に
は
、
メ
ン
バ
ー
そ
れ
ぞ
れ

れ
て
い
る
日
本
の
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
に
、
中
国

北
浜
、
と
言
わ
れ
る
よ
う
努
力
し
た
い
で
す

士
に
、
日
本
に
投
資
す
る
際
の
障
壁
は
何
だ

池
野
や
は
り
、
中
華
圏
の
法
務
と
言
え
ば

東京事務所 TEL 03-5219-5151 

福岡事務所 TEL 092-263-9990 

常
そ
の
あ
た
り
の
違
い
は
、
私
も
か
な
り

池
野
確
か
に
そ
う
で
す
ね
。
中
国
の
弁
護

を
つ
け
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
ね

内
容
が
古
く
な
っ
て
い
る
可
能
性
も
…
（
笑
）

い
こ
と
だ
と
常
々
思
っ
て
い
ま
す
。

途
を
辿
る
と
思
わ
れ
、
私
た
ち
も
更
に
実
力

発
行
さ
れ
る
頃
に
は
、
こ
こ
で
話
し
て
い
る

事
な
能
力
は
、
自
分
の
法
常
識
に
囚
わ
れ
な

す
。
国
際
法
務
の
ニ
ー
ズ
は
今
後
増
加
の

悩
ま
し
い
と
こ
ろ
で
す
よ
ね
。
こ
の
対
談
が

で

一
定
の
規
模
を
有
し
て
い
る
と
思
い
ま

中国法務

と
が
あ
る
の
で
、
日
本
法
弁
護
士
と
し
て
は

て
い
る
弁
護
士
が
全
般
的
に
悩
む
と
こ
ろ
で

弁
護
士
9
0名
余
り
の
北
浜
法
律
事
務
所
の
中

規
則
類
が
出
る
前
に
法
律
が
施
行
さ
れ
る
こ

酒
井
そ
の
あ
た
り
は
国
際
法
務
を
担
当
し

酒
井
現
在

C
P
T

の
メ
ン
バ
ー
は
4

名
で

本
に
比
べ
る
と
物
凄
く
速
い
一
方
で
、
施
行

日
野
中
国
は
法
律
の
制
定
ス
ピ
ー
ド
が
日

で
す

チャイナプラクティス・チームは、中国大陸、香港、台溝の案件を

多く取り扱う弁護士が所属しており、

案件に応じて最適な中華圏現地の弁護士と共慟しています。

中華圏に関するご相談がありましたら、お気軽にお問い合わせください。

大阪事務所 TEL 06-6202-1088 

https://www.kitahama.or.jp/ 

分
も
あ
り
、
相
談
対
応
は
苦
慮
す
る
と
こ
ろ

の
施
行
規
則
が
ま
だ
制
定
さ
れ
て
い
な
い
部

ッ
ト
で
し
た
。
た
だ
、
日
本
で
い
う
と
こ
ろ

塵

人
民
共
和
国
網
絡
安
全
法
」
）
も
一
時
期
ホ

に
は
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
法
（
「
中
華

る
影
響
に
関
す
る
ご
相
談
で
し
ょ
う
か
。
他

日本と

橋渡し

池
野
あ
と
は
、
外
商
投
資
法
の
施
行
に
よ

て
い
き
た
い
で
す
ね

ァ
ン
ト
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
専
門
性
を
磨
い

争
解
決
を
得
意
と
し
て
い
ま
す
が

ク
ラ
イ

や
労
働
問
題
に
つ
い
て
は
、
現
地
の
事
務
所

な
ら
な
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。
私
自
身
は
紛

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
を
一
因
と
す
る
弁
済
拒
否

き
る
チ
ー
ム
で
あ
り
、
事
務
所
で
あ
ら
ね
ぱ

本
年
年
初
以
降
問
題
と
な
っ
て
い
る
、
新
型

でき

あ
ら
ゆ
る
中
華
圏
の
法
務
ニ
ー
ズ
に
対
応
で

る

方
が
優
れ
て
い
る
の
で
、
両
者
が
息
を
合
わ

事
の
―
つ
だ
と
思
っ
て
い
ま
す
。
た
と
え
ば

解
決
策
を
提
案
す
る
の
は
日
本
法
弁
護
士
の

中華圏の企業の

チー

士
で
共
働
す
る
と
い
う
こ
と
で
し
ょ
う
か

国
に
関
す
る
ご
相
談
は
、
日
中
両
国
の
弁
護

そ
の
際
に
、
現
地
子
会
社
の
目
線
に
も
配
慮

C
P
T

の
も
う
―
つ
の
特
徴
と
し
て
は
、
中

ぁ

地
の
事
務
所
と
共
働
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

子
女
で
す
の
で
同
じ
感
覚
を
持
っ
て
い
ま
す
。

の
ご
相
談
で
は
、
し
ば
し
ぱ
、
中
華
圏
の
現

常
私
は
日
野
さ
ん
の
逆
で
、

H

本
の
帰
国

常

こ
の
よ
う
な
い
わ
ゆ
る
「
本
社
マ
タ
ー
」

す
が
れ
に
触
れ
た
と
き
に
驚
く
方
も
多
い
よ
う
で

自
分
の
法
常
識
に
囚
わ
れ
な
い

柔
軟
さ
が
大
切

は
も
ち
ろ
ん
、
文
化
の
壁
も
余
り
感
じ
ず
に

済
ん
で
い
ま
す
。
日
本
の
企
業
文
化
や
プ
ラ

ク
テ
ィ
ス
に
慣
れ
て
い
る
と
、
中
華
圏
の
そ

私
は
中
国
法
弁
護
士
で
中
国
法
の
専
門
家
で

ミ
‘
‘

す
カ

日
本
企
業
の
ニ
ー
ズ
を
汲
み
取
り
、

等
か
ら
も
情
報
を
収
集
し
、
適
宜
共
働
し
て

対
応
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

の
傾
向
と
い
う
意
味
で
は
、
中
華
圏
か
ら
日

本
に
対
す
る
投
資
・
進
出
案
件
が
増
加
し
て

国
子
会
社
で
大
き
な
不
祥
事
が
発
覚
し
た
こ

と
等
が
き
っ
か
け
で
、
平
時
の
内
部
監
査
や
、

し
つ
つ
、

ク
ラ
イ
ア
ン
ト
で
あ
る
本
社
と
し

て
何
が
最
適
解
な
の
か
と
い
う
問
題
意
識
を

踏
ま
え
、
現
地
の
事
務
所
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
取
る
の
が
、
私
た
ち
の
重
要
な
仕

て
い
ま
す
。

在
中
国
の
仕
事
を
し
て
い
て
も

r

言
語
の
壁

ヽ

有
事
の
対
応
・
調
査
と
い
っ
た
相
談
が
増
え

外
で
は
中
国
語
で
生
活
し
て
い
た
の
で
、
現

酒
井
定
期
的
に
チ
ー
ム
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を

を
持
っ
て
い
ま
す
が
そ
の
時
は
家
の
中
以

で
も
大
い
に
有
用
だ
と
思
っ
て
い
ま
す

帰
国
子
女
で
現
地
の
小
学
校
に
通
っ
た
経
験

で
得
た
経
験
は
、
日
本
で
の
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス

て
い
る
の
で
、
本
当
に
様
々
で
す
が
、
近
年

の
法
定
が
な
さ
れ
た
ほ
か

日
本
企
業
の
中

日
野
そ
う
で
す
ね
。
私
自
身
は
、
北
京
の

た
と
え
ば
、

日
本
企
業
の
中
国
か
ら
の
撤
退

案
件
や
、
債
権
回
収
案
件
等
を
通
じ
て
現
地

語
が
関
係
す
る
案
件
全
て
の
ご
相
談
を
受
け

む
グ
ル
ー
プ
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
構
築
義
務

て
い
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
ね

池
野

C
P
T

は
中
華
圏
の
法
律
、
人
、
言

正
で
、
取
締
役
の
義
務
と
し
て
子
会
社
を
含

中
国
に
関
す
る
バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
を
有
し

と
思
っ
て
普
段
か
ら
業
務
に
臨
ん
で
い
ま
す
。

ど
う
い
う
案
件
が
多
い
で
し
ょ
う
か

相
談
で
す
ね
。
特
に
、
平
成

2
6年
会
社
法
改

メ
ン
バ
ー
の
ほ
と
ん
ど
が
中
国
語
を
解
し

験
を
C
P
T

に
還
元
す
る
役
割
を
果
た
そ
う

0
0

件
弱
の
案
件
を
受
任
し
て
い
ま
す
が

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
や
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関
す
る
ご

て
い
ま
す
が
、
チ
ー
ム
の
特
色
と
し
て
は

え
ば
、
最
近
多
い
の
は
現
地
子
会
社
の
コ
ン

談
の
数
も
設
立
時
に
比
し
て
圧
倒
的
に
増
え

勤
務
し
た
後
、
北
浜
法
律
事
務
所
に
人
所
し

ま
し
た
の
で
、
現
地
で
の
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
経

ま
っ
て
く
る
体
制
を
取
っ
て
お
り
、
年
間
ー

中
華
圏
に
関
わ
る
相
談
が
全
て

C
P
T

に
集

日
野
日
本
の
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
に
限
っ
て
言

が
設
立
さ
れ
て
5

年
が
経
ち
ま
し
た
。
ご
相

池
野
私
は
上
海
の
弁
護
士
事
務
所
で

3

年

と
も
増
え
て
い
ま
す

ク
テ
ィ
ス
・
チ
ー
ム

（
以
下
「
C
P
T

」
)

り
応
え
ら
れ
る
と
思
っ
て
い
ま
す
。

て
い
る
の
も
特
色
か
も
し
れ
ま
せ
ん
ね
。
と

こ
ろ
で
、
現
在
、
北
浜
法
律
事
務
所
で
は
、

や
香
港
の
企
業
が
相
談
に
い
ら
っ
し
ゃ
る
こ

酒
井
北
浜
法
律
事
務
所
の
チ
ャ
イ
ナ
プ
ラ

中
国
に
関
す
る

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
が

私
た
ち
の
強
み

せ
る
こ
と
で
、
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
の
期
待
に
よ

開
き
、
情
報
交
換
を
し
、
P
D
C
A

を
回
し

い
る
と
い
う
印
象
で
す
。
た
と
え
ば
、
台
湾
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よ
う
な
合
弁
契
約
は
本
米
改
訂
す
べ
き
で
す

で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

に
陥
っ
て
し
ま
う
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
こ
の

な
く
な
っ
た
り
し
て
い
て
、
デ
ッ
ド
ロ
ッ
ク

題
点
を
解
消
す
る
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ

内
容
が
不
十
分
で
あ
っ
た
り
、
時
代
に
合
わ

と
ん
ど
改
訂
さ
れ
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
そ
の

ま
す
。
こ
れ
を
機
に
、
合
弁
契
約
全
体
の
再

が
、
合
弁
企
業
設
立
以
降
、
合
弁
契
約
が
ほ

会
の
全
会
一
致
の
要
求
（
少
数
株
主
の
拒
否

が
も
た
ら
さ
れ
た
の
が
大
き
な
意
味
を
持
ち

点
検
を
す
る
こ
と
と
し
て
、
合
弁
契
約
の
間

て
付
随
す
る
社
内
規
定
を
見
直
す
の
も
一
案

弁
契
約
に
基
づ
い
て
解
決
さ
れ
る
べ
き
で
す

権
）
が
廃
止
さ
れ
、
柔
軟
な
合
意
の
可
能
性

い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
問
題
は
、
法
的
に
は
合

さ
れ
な
い
と
い
っ
た
も
の
も
多
い
よ
う
に
思

法
定
さ
れ
て
い
た
重
要
事
項
に
つ
い
て
董
事

い
る
合
弁
パ
ー
ト
ナ
ー
か
ら
の
情
報
提
供
が

る
も
の
で
す
が
、
合
弁
企
業
に
と
っ
て
は

い
と
か
、
実
質
的
に
合
弁
企
業
を
管
理
し
て

外
商
投
資
法
は
、
従
前
の
外
資
一
二
法
に
代
わ

ト
ラ
プ
ル
が
生
じ
て
い
る
が
解
決
が
で
き
な

の
理
由
と
な
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か

合
は
、
特
に
、
合
弁
パ
ー
ト
ナ
ー
と
の
間
で

1

月
よ
り
施
行
さ
れ
た
外
商
投
資
法
は

r

そ

に
関
す
る
も
の
で
す
。
日
中
合
弁
企
業
の
場

る
こ
と
も
多
い
よ
う
で
す
。
こ
の
点
、
本
年

い
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私の交渉術
弁護士が見た

交渉のタイミング

外商投資法施行は

契約を見直すチャンス。

日野真太郎弁護士 Sh i n t a 「 o Hino 

中国帰国子女という経歴を生かし、中華圏を中心とする国際

法務が関連するものを中心に、紛争解決、M&A、国際商取引

等に関する業務に従事している。特に、企業間紛争解決を得意

としており、国際的紛争解決に係る裁判・仲裁に関する経験を
有する。

L；・ジネJ、ハーソンの体憩時間

vol.3 

建築物から見る大連と日本のゆかり

私は中華人民共和国の大連市で長く過ごしましたが、初めて大連を訪れた時の忘れられない思い出として、中山

広場を囲むヨーロッパ風の建物から、異国的な情緒を感じたことがあります。ロータリーとなっている中山広場には、

十数のゴシック様式及びルネサンス様式の建物が周囲に立ち並んでいますが、そのほとんどが約百年前に、日本人

によって設計し建てられたものです。建築当時から銀行、行政庁舎、ホテル等として使用され、現在に至っています。

大連市内にはこういった建物が散在し、歴史を感じることができます。たとえば、大連駅、大連市政府、大連の裁

判所（大連中級人民法院）等があり、特に私が大連の法律事務所で勤務していた頃頻繁に訪れていた大連の裁判所

は、東京大学の安田講堂をモデルに建てられています。大連市は、現代的な発展と、古い歴史ある建物が融合した

情緒のある都市ですので、皆様にも是非訪れていただきたいと思います。
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常偉中国律師
Wei Chang 
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一
「紛争解決条項」は

日本に寄せて有利にならないケースも…

—紛争解決条項の機微

外国企業との取引契約において検討すべき事項の一つに、紛争解決条項があります。紛争解決

条項は、 どこで・どのように紛争を解決するかの合意をする条項で、

したくなるところです。 しかし、果たしてこれは本当に日本企業にとって有利と言えるのでしょうか。

たとえば、中国企業との取引において、東京地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とするという紛争
............................................................................................................................... 

解決条項はいかがでしょう。 日本企業としては中国で訴えられる心配がなく、また、日本の裁判所

は一般に公正に判断してくれますので、一見すると望ましいようにも思えます。

項は問題があります。 なぜなら、 日本の裁判所が下した判決は中国で強制執行できないところ、相

手方が中国企業の場合、執行の対象となる財産は通常中国にあるからです。そうすると、強制執行は、

日本企業が被告となると可能だが、中国企業が被告となると不可能という事態に陥ります。

に候補になるのが仲裁です。 日本も中国もいわゆるニューヨーク条約に加盟していますので、

仲裁機関が下した判断は、中国で強制執行することが可能です。

トが大きく、取引規模によっては適さない場合もあります。

を設けないのが合理的な場合もありえます。

費用も抑えられる方向に働きます。

日本企業としては母国の日本と

しかし、 このような条

そこで次

日本の

しかし、仲裁は裁判に比べてコス

そう考えていくと、実は、紛争解決方法

この場合、中国企業を訴えるときは、中国の裁判所に

訴えを提起することになりますが、全ての手続が中国国内で完結するので、手続はスムースになり、

以上のように、紛争解決条項の合理性は事案によって異なり、 H本に寄せておけばH本企業にとっ

て有利とは限らないことに注意が必要です。
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池野幸佑弁護士 Kosuke lkeno 

日本のコンサルティングファームでM&Aのアドバイザリー業務に関
与した経歴及び上海の大手法律事務所に 3 年間勤務した経験を活

かし、中国が関連するM&Aや撤退に関する業務を得意とする。加え

て、日本企業と中華圏企業との取引契約、紛争解決等に関する業務

に従事している。 “ 
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